被災地復興応援券発券等業務
基本仕様書
令和2年（２０２０年）10月
熊本県観光連盟
（熊本県観光戦略部観光振興課内）
１　業務名
被災地復興応援券発券等業務
２　業務目的
　　令和2年7月豪雨災害によって被災した市町村に、ボランティアに参加した方々が中長期的に足を運んでいただくことにより、被災地の経済的な復興を支援するため、当該ボランティア参加者に対して被災地で利用できる「被災地復興応援券」（以下「応援券」という。）を発行し、被災地での経済支援活動を後押しすることを目的とする。

　　
３　商品券の概要
（１）商品券の内容
	項目
	内容

	名称
	（仮称）被災地復興応援券

	1件あたりの額面
	３，０００円（千円券×３枚）

	総件数
	５，０００件（想定最大数）

	総額
	１５，０００，０００円（想定最大数）

	団体数
	６９団体

	使用期間
	発行日から1年間

	使用可能店舗
	令和２年７月豪雨に係る災害救助法適用地域（２６市町村）にある飲食・小売・サービス等を提供する店舗


（２）応援券の使用対象とならないもの（参加店舗募集時に最終決定する）
　　・出資や債務の支払い(税金、振込手数料、電気・ガス・水道料金等)
　　・有価証券、商品券、ビール券、図書券、切手、プリペイドカード等の換金性の高いものの購入

　　・たばこ事業法（昭和５９年法律第６８号）第２条第１項第３号に規定する製造たばこの購入

　　・事業活動にともなって使用する原材料、機器類及び仕入商品等の調達

　　・土地、家屋購入、家賃・地代・駐車料（一時預かりを除く）等の不動産に関わる支払い
　　・現金との換金、金融機関への預け入れ

　　・風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条に該当する営業に係る支払い（同条第１項第１号から第３号に該当する営業を除く）
　　・医療費、調剤薬、介護保険等の保険適用に係る一部負担金の支払い

　　・自転車競技法（昭和２３年法律第２０９号）第８条に規定する車券の購入

　　・特定の宗教・政治団体と関わるものや公序良俗に反するものへの支払い

　　・当該商品券の交換又は売買

（３）その他留意事項

　　・参加店舗において、使用期間内に限り使用できる

　　・現金との引換えはしない

　　・釣り銭は支払わない

　　・盗難、紛失、滅失又は偽造、模造等に対して、発行者（発券事務局）は責を負わない。

　　・参加店舗において、本商品券を使用対象としない商品を独自に定める場合は、予め商品券の購入者が認識するよう明示する義務を負う。
４　委託内容　
（１）応援券の作成・印刷・封入封緘・発送
（２）参加店舗の募集及び対応
（３）応援券に関する各種問合せへの対応
（４）応援券の換金

（５）データの管理
（６）応援券の広報

（７）管理・運営
（８）その他、応援券の発行及び管理等において必要となる事項
５　業務内容（企画提案にかかる留意事項）
（１）応援券の作成・印刷・封入封緘・発送等
ア　応援の作成・印刷

・熊本県観光連盟の指示により、応援券の作成・印刷を行うこと。
・購入引換券の用紙は、複写予防用紙など偽造防止措置を取ったものを使
　用すること。
・購入引換券を印刷する際には、公益社団法人熊本県観光連盟の公印刷込　を行うこと。
・応援券の様式については、公益社団法人熊本県観光連盟と協議すること。
　　・応援券の印刷後、封入・発送することなく未使用となった応援券については、受託者において責任をもって廃棄すること。

イ　応援券の封入・発送
　・応援券の封入は、団体ごとに必要枚数を封入すること。
・応援券の発送については、団体ごとに特定記録にて郵送すること。
（２）応援券等の作成
ア　応援券の仕様

	部数
	１５，０００枚

	紙質
	上質紙104.7g／㎡～127.9ｇ／㎡程度

	サイズ
	縦７５ｍｍ×横１５０ｍｍ程度

	色数
	表面（フルカラー）、裏面（１色）

	校正
	文字校正、色校正は必要回数

	作成期限
	商品券の販売に支障をきたさない時期まで

	偽造対策
	①偽造防止の措置（カラーコピー牽制等）をとること。
②通し番号を付すこと。　　　　　　　など


（３）参加店舗の募集及び対応
　　・参加店舗対応のため適切な数の専用回線を設置し、適切な人員を配置すること。

　　・参加店舗は受託者が募集・開拓することとし、令和２年７月豪雨に係る災害救助法適用地域（２６市町村）での募集を行うこと。

　　・応援券の利用者の利便性の観点から出来る限り、参加店舗を増やすとともに、地域に偏りが生じないように配慮すること。

　　・参加店舗になるための資格については、令和２年７月豪雨に係る災害救助法適用地域（２６市町村）に店舗がある飲食・小売・サービス事業者等で次の事業者以外とすること。

　　　①風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条に該当する営業を行う者（同条第１項第１号から第３号に該当する営業を行う者を除く）
　　　②特定の宗教・政治団体と関わる場合や業務の内容が公序良俗に反する営業を行う者
　　・参加店舗の申請時には、次に掲げる項目について誓約を義務付けること。

　　　①商取引なく商品券を流通させない等、不正使用しないこと

　　　②暴力団、暴力団員及び暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者ではないこと

　　・参加登録証、参加店舗ステッカー、運営マニュアル等を作成し、参加店舗へ配布すること。
　　・運営マニュアルは参加店舗の事業者にわかりやすい内容とし、その他の問い合わせ等にも誠実に対応すること。
　　・運営マニュアル等により、参加店舗の責任者に対し留意事項・運営方法を適切に説明し、本事業を十分に理解してもらうとともに販売促進等にかかる協力を促すこと。

　　・広く利用者に周知するため、参加店舗一覧を作成すること。
　　・令和２年７月豪雨に係る災害救助法適用地域（２６市町村）で利用できるよう参加店舗に募集をかけるとともに、やむを得えない理由により参加店舗がない市町村が生じる場合は、その理由を明らかにすること。
　　・その他提案によること。
（４）応援券に関する各種問合せへの対応

　　・応援券に関する各種問合せのため適切な数の専用回線を設置し、適切な人員を配置すること。

　　・問い合わせ等に対しては、誠意ある丁寧な対応を行うこと。

　　・その他提案によること。
（５）応援券の換金

　　・換金業務を完了するまで応援券等を適切に管理すること。
　　・参加店舗からの使用済み応援券の換金請求に対して、円滑に換金手続きを行うこと。

　　・換金業務の際には、OCR（光学式文字読取装置）を使用する等、不正に対応できる方法とすること。
　　・換金の回数については、月1回を目安に実施すること。

　　・換金期間内に換金されなかった応援券は、換金しないものとすること。

　　・使用済み応援券は、委託者に確認の上、安全・確実に廃棄すること。

　　・その他提案によること。
（５）データの管理

　　・業務に伴い収集、作成した個人情報等を含むデータについては、セキュリティに配慮し、適切に管理・運用し、第三者に提供しないこと。

　　

（６）応援券の広報

　　・応援券の専用ホームページを開設し、参加店舗の情報等を随時更新すること。
　　・その他提案によること。

（７）管理・運営

　　・応援券利用期間中は人員を配置し、管理・運営業務を行うこと。
　　・委託者との窓口は事務局とし、常に連絡をとれる人員を配置すること。

　　・適正かつ確実な業務遂行体制を作ること。
　　・事業全体のスケジュール管理を行い、適切に事業を進捗すること。

　　・参加店舗等との連絡調整を行うこと。

　　・その他、管理・運営に必要な業務を行うこと。
（８）その他

　　・本事業に際して生じたトラブルについては、受託者が一切の責任を負うこと。

　　・提案内容については、関係機関等との調整により、実施不可になる可能性があることを了承すること。

　　・各業務の費用配分は適切に行うこと。

　　・委託者が指定する項目について実績報告書を作成し、指定する期日までに提出すること。

６　契約期間

　　契約締結日～令和３年（２０２１年）１月３１日（予定）
７　成果物

	成果物
	提出期限
	部数

	事業報告書
	２０２１年１月３１日
	３部

	事業報告書（データ）
	２０２１年１月３１日
	１部

	購入引換券訂正記録
	随時
	-

	参加店舗データ
	随時
	-

	対応記録
	随時
	-

	商品券引換証（使用済み）
	随時
	-

	換金データ
	随時
	-


８　成果物の納品先
　公益社団法人熊本県観光連盟（熊本県観光戦略部観光振興課内）
９　検査等
受託者は、本業務を完了したときは、速やかに委託者に報告するものとし、完了検査を受けるものとする。

受託者は、自らの責に帰すべき理由による成果品の不良箇所等が発見された場合は、速やかに訂正又は補足その他の処置を執るものとする。

１０　権利義務の譲渡
　受託者はこの契約により生じる権利又は義務を第三者へ譲渡し、又は継承してはならない。ただし、委託者の書面による承諾を受けた場合はこの限りではない。

１１　守秘義務について

受託者は委託業務の遂行上知り得た情報は、受託業務遂行の目的以外に使用し
または第三者に提供してはならない。

１２　再委託
　（１）受託者は、個別の業務を再委託することができる。その場合、委託者に事前に承認を受けなければならない。
　（２）再委託を受けた第三者（以下「再受託者」という。）が、さらに別の第三者に再委託を行うことは認めない。
　（３）再委託を行う場合、必ず再受託者の事業者と個別に契約を交わし、商品券を取扱う業務においては、盗難・紛失、滅失等が発生した場合の責任の分担を予め取り決めておくこと。
１３　個人情報等の取扱いについて

（１）委託業務の遂行上知り得た個人情報等については、受託者の責任において厳重に管理するとともに、ほかの目的への利用等は行わないこと。また、業務完了後、受託者が保有する機器等にデータが残存している場合は、受託者の責任において確実にデータの破棄を行うこと。
（２）受託者は事業実施にあたり、収集する個人情報等について、委託者に情報提供することを当事者に事前に説明し同意を得ること。

（３）事業実施にあたり収集した個人情報等は委託者に帰属するものとし、委託者の指示に従い、提供を行うこと。

（４）受託者は、個人情報等に関し事故が発生したとき又は発生する恐れのあることを知ったときは、速やかに委託者に報告しなければならない。

（５）受託者は、委託者の承認を得て再委託する場合には、再受託者に対しても個人情報等の取扱いについては受託者と同様に（１）～（４）を遵守させなければならない。

１４　その他留意事項

（１）受託者は、委託業務により知り得た情報等は本委託業務においてのみ使用することとし、これらをほかの目的に使用し、又はほかのものに漏洩してはならない。本委託業務の契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。

（２）本委託業務の履行が受託者の責めに帰すべき理由により遅滞したときは、遅延利息を徴収する。

（３）本委託業務に関する内容については、本仕様書によるほか、受託者の提案内容に従い、契約後の打合せにより、委託者及び受託者合意の上、決定するものとする。

（４）本仕様書に定めのない事項又は本仕様書について疑義が生じた場合は、委託者及び受託者が協議して定めるものとする。

（５）受託者は、委託料の対象となる経費の支出状況等が分かる帳簿等を整備するものとし、本委託業務が完了し、又は中止し、もしくは廃止した日の属する年度の終了後、５年間これを保存しなければならい。
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